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※ 現在、本支援策を実施する団体を公募中（Ｈ２１．７．１まで） 

 

１．受信障害対策共聴施設に対する新たな支援策  

受信障害対策共聴施設のデジタル化に関し、①共聴施設に関する当事者間の協議を促

進するための受信調査の拡充、②デジタル化により新たに受信障害が生じる場合の共聴

施設の新設に要する費用の補助（補助率２／３）、③ケーブルテレビへの移行に対する支援

（補助率１／２）、④共聴施設の改修等の対応方策の決定や費用負担に関して、第三者に

よる相談対応やあっせん・調停等を行う紛争処理体制の整備を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．集合住宅共聴施設に対する新たな支援策  

規模の小さい集合住宅や老朽化した集合住宅など、デジタル化対応費用が著しく過重となる

場合を対象に、①共聴施設の改修を行う場合及び②ケーブルテレビを活用しデジタル化対応す

る場合において、デジタル化対応費用の最大１／２を補助する。 

 

経済危機対策に盛り込まれた受信障害対策共聴等に対する支援策 

受信障害対策共聴施設

アナログ放送用

受信アンテナ
地上放送局

既設
建造物

ケーブルテレビ局

アナログ放送用

ヘッドアンプ

ケーブルテレビに移行する

ため、新たに幹線等を敷設

＜受信障害対策共聴施設のケーブルテレビへの移行＞

・あっせん・調停等

協議不調時に

対応方策を相談

・私法・公法分野の法律

専門家

・技術の専門家

・住宅管理の専門家 等

これまでと同様に

費用は負担したく

ない

受信障害共聴施設の

デジタル化の費用の一

部を負担してほしい

当事者間の協議を促進当事者間協議の不調

共聴施設デジタル化

紛争処理センター
・簡易相談

＜紛争処理機能の強化＞＜中継局の変更による共聴施設の新設＞

デジタル波の到来方向

従来の受信中継局がデジタル送信を行わないため、受信中継局を変更し

たところ、新しい受信中継局からの電波の到来方向に既設のビルが存在
するため、受信障害が発生し、共聴施設を新設する必要性が発生

アナログ波の到来方向

従来の受信中継局

（アナログのみ、

デジタル送信せず）

新しい受信中継局

（デジタル）

従来より

受信障害なく

視聴すること

が可能


